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１．会社概要

1-1. 会社名

・ 日本ワイド少額短期保険株式会社

1-2. 本店及び事務所の所在地

・ 本店：福岡県筑紫野市針摺中央2丁目16-8　駅前ビルⅣ　3階

1-3. 設立年月日

・ 平成26年6月6日

1-4. 営業開始時期

・ 平成27年3月20日

1-5. 資本金

・ 13,250万円

1-6. 株主構成登録年月日

・ 平成27年3月4日

1-7. 登録番号

・ 福岡財務支局長（少額短期保険）第５号
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２．会社組織

2-1. 組織

① 組織・経営体制

株主総会

取締役会

代表取締役

監査役（会）

コンプライアンス委員会

保険計理人

営業部管理部 業務部
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第１　主要業務に関する内容

当社は少額短期保険業者として次の商品を取り扱っています。

第2　主要な業務に関する事項

１　現況に関する事項

（１）　事業の経過及び成果等

＜　代表的な経営指標等　＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

3,900株

令和2年度平成30年度 令和1年度

-73,821 -27,054

0 -37,370 -26,298

3,900株

21,669 25,160

228,196 262,154

総資産

責任準備金

2,800株

収入保険料

正味収入保険料

経常利益（又は経常損失）

当期純利益（又は当期純損失）

資本金

17,744

発行済株式の総数

184,731

138,632

105,000

-2,257

12,903 15,909 18,841

0 0 0

配当性向

従業員数

2276.6% 1709.7% 1280.1%

0 0 0

5名 ８名 ８名

246,721 266,532 256,504

■ワイドRoom保険

■テナント総合保険

ソルベンシーマージン比率

当社は平成27年4月1日より賃貸住宅への入居者に対して、ワイドルーム保険、テナント総合保険の販売を開始致しました。

区　　　　分

グループ会社で主力代理店である駅前不動産グループを中心として、今年度は8,550件の新規契約を獲得することができま

した。また、今期末の保有契約数は、27,983件（家財、賠償は合わせて１契約でカウント）となっております。

今後は主力代理店を中心として新規契約数の増加に努めるとともに、グループ外の新規代理店獲得に向け、新商品の

販売強化を行う予定です。

また、内部統制、リスク管理、個人情報保護などの体制を整備・強化するとともに、管理体制の充実に努めて参ります。

119,810 92,755

132,500 132,500

有価証券

純資産
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（２）主要な業務の状況を示す指標 

①正味収入保険料                               （単位：千円） 

種目          年度 令和１年度 令和2年度 

火災保険 11,368 13,519 

賠償責任保険 10,300 11,640 

合計 21,669 25,160 

※正味収入保険料とは、元受正味保険料から支払再保険料を控除したものです。 

②元受正味保険料                               （単位：千円） 

種目          年度 令和１年度 令和2年度 

火災保険 113,681 135,199 

賠償責任保険 103,006 116,408 

合計 216,687 251,607 

※元受正味保険料とは、保険料から解約返戻金およびその他返戻金を控除したものです。 

③支払再保険料                                （単位：千円） 

種目          年度 令和１年度 令和2年度 

火災保険 102,313 121,679 

賠償責任保険 92,706 104,767 

合計 195,019 226,446 

※支払再保険料とは、再保険料から再保険返戻金およびその他再保険収入を控除したものです。 
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④保険引受利益                                （単位：千円） 

種目          年度 令和１年度 令和2年度 

火災保険 △10,085 △4,333 

賠償責任保険 △9,467 △1,155 

合計 △19,553 △5,489 

※保険引受利益とは、保険料等収入、支払備金戻入額および責任準備金戻入額から保険金等支払金、責任

準備金等繰入額及び事業費を控除したものです。 

⑤正味支払保険金                               （単位：千円） 

種目          年度 令和１年度 令和2年度 

火災保険 996 3,589 

賠償責任保険 853 2,550 

合計 1,850 6,139 

※正味支払保険金とは、元受正味保険金から回収再保険金を控除したものです。 

⑥元受正味保険金                               （単位：千円） 

種目          年度 令和１年度 令和2年度 

火災保険 3,670 30,259 

賠償責任保険 3,321 20,587 

合計 6,991 50,846 

※元受正味保険金とは、支払保険金から保険金戻入を控除したものです。 
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⑦回収再保険金                                （単位：千円） 

種目          年度 令和１年度 令和2年度 

火災保険 8,972 32,302 

賠償責任保険 7,677 22,951 

合計 16,650 55,253 

 

（３）保険契約に関する指標等 

①契約者配当金の額 

 該当ありません。 

②正味損害率、正味事業費率及び正味合算率                    （単位：％） 

区分  年度 令和１年度 令和2年度 

区分 正味損害率 正味事業費率 正味合算率 正味損害率 正味事業費率 正味合算率 

火災保険 8.8 250.9 259.7 26.5 163.5 190.0 

賠償責任保険 8.3 248.8 257.1 21.9 163.3 185.2 

合計 8.5 249.9 258.4 24.4 163.4 187.8 

※正味損害率＝正味支払保険金÷正味収入保険料、正味事業費率＝正味事業費÷正味収入保険料、 

 正味合算率＝正味損害率＋正味事業費率 
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③出再控除前の元受損害率、元受事業費率および元受合算率             （単位：％） 

区分  年度 令和１年度 令和2年度 

区分 元受損害率 元受事業費率 元受合算率 元受損害率 元受事業費率 元受合算率 

火災保険 8.8 91.7 100.5 26.5 83.8 110.3 

賠償責任保険 8.3 91.5 99.8 21.9 83.9 105.8 

合計 8.5 91.6 100.1 24.4 83.8 108.2 

※元受損害率＝当期発生保険金÷当期既経過保険料、元受事業費率=事業費÷当期既経過保険料、 

 元受合算率＝元受損害率＋元受事業費率 

④出再を行った再保険会社の数と出再保険料の上位５社の割合 

令和１年度 令和2年度 

出再先保険会社の数 
出再保険料のうち上位 5 社

の出再保険料の割合 
出再先保険会社の数 

出再保険料のうち上位 5 社の

出再保険料の割合 

1 社 100％ １社 100％ 

 

⑤支払再保険料の格付けごとの割合 

令和１年度 令和2年度 

格付け区分 出再保険料における割合 格付け区分 出再保険料における割合 

A＋ 100％ A＋ 100％ 

合計 100％ 合計 100％ 
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⑥再保険収支 （単位：千円）

令和1年度 令和2年度

再保険収入 171,321 234,602

回収再保険金 16,650 55,253

再保険手数料 144,313 169,856

再保険返戻金 10,358 9,492

その他再保険収入

再保険料 205,376 235,938

⑦再保険貸借 （単位：千円）

令和1年度 令和2年度

再保険貸 54,329 65,606

未収回収再保険金 1,357 4,117

未収再保険手数料 48,086 60,603

未収再保険返戻金 4,886 885

未収その他再保険収入

再保険借 69,867 81,689

未払再保険料 69,867 81,689

9



（４）　計算書類に関する指標

①　有価証券

　（単位：千円）

②　保険契約準備金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円）

③　引当金　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円）

- -

- - - - - - - -

- - - - - -

- -

- - - - - - - -

- - - - - -

残　高 （△）額 残　高 残　高 （△）額 算 定 方 法

2,344

区　　　　　分
1年度期首 1年度期末 1年度増減 2年度期首 2年度期末 2年度増減 計上の理由 及

残　高

計 13,370 17,536 4,166 17,536 19,880

△ 588

責 任 準 備 金 12,903 15,909 3,006 15,909 18,841 2,932

支 払 備 金 467 1,627 1,160 1,627 1,039

-

区　　　　　分 1年度期首残高 1年度期末残高 1年度増減(△)額 2年度期首残高 2年度期末残高 2年度増減(△)額

計 - - - - -

-

そ の 他 の 証 券 - - - - - -

そ の 他 - - - - -

-

株 式 - - - - - -

外 国 証 券 - - - - -

-

株 式 - - - - - -

事 業 債 - - - - -

-

金 融 債 - - - - - -

公 社 公 団 債 - - - - -

-

社 債 - - - - - -

地 方 債 - - - - -

2年度増減(△)額

国 債 - - - - - -

区　　　　　分 1年度期首残高 1年度期末残高 1年度増減(△)額 2年度期首残高 2年度期末残高
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④　有形固定資産及び無形固定資産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円）

有形固定資産

土地

建物

リース資産

建設仮勘定

その他の有形固定資産

有形固定資産計

無形固定資産

ソフトウェア

のれん

リース資産

その他の無形固定資産

無形固定資産計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円）

有形固定資産

土地

建物

リース資産

建設仮勘定

その他の有形固定資産

有形固定資産計

無形固定資産

ソフトウェア

のれん

リース資産

その他の無形固定資産

無形固定資産計 91.6 %

計 2,168 853 345 809 1,867 6,541 77.7 %

203 112 91 1,004

91.6 %203 112 91 1,004

75.7 %1,965 853 345 697 1,776 5,537

1,310 853 345 479 1,339 1,013 43.1 %

655 218 437 4,524 91.1 %

増加額 減少額 償却額 残　高 償却累計額 累計率
資産の種類

2年度期首 2年度 2年度 2年度 2年度期末

81.4 %

計 2,538 647 1,349 2,168 5,732 72.5 %

422 219 203 892

2年度減価 2年度償却

残　高

81.4 %422 219 203 892

71.1 %2,116 647 1,130 1,965 4,840

469 647 138 1,310 534 28.9 %

1,647 992 655 4,306 86.7 %

残　高 増加額 減少額 償却額 残　高 償却累計額 累計率
資産の種類

1年度期首 1年度 1年度 1年度 1年度期末 1年度減価 1年度償却
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⑤　事業費の明細

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円）

営業費

代理店手数料

営業職員経費

広告宣伝費

その他営業費

一般管理費

人件費

物件費

税金

減価償却費

賞与引当金繰入額

⑥　供託金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円）

現金

1,000計 10,000 10,000 0 10,000 11,000

10,000 10,000 0 10,000 11,000 1,000

事業費計 179,519 192,023

区　　　　　分 1年度期首残高 1年度期末残高 1年度増減(△)額 2年度期首残高 2年度期末残高 2年度増減(△)額

206 1,763

1,581 809

831 831

73,312 88,519

23,556 22,686

49,756 65,832

- -

- -

5,835 558

区　　　　　分 1年度金額 2年度金額

103,587 100,099

97,752 99,540
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（５）　使用人の状況

（６）　主要な借入先の状況

（７）　資金調達の状況

当該事業年度におきましては、キャッシュフローの改善を目的として、数回にわたり親会社であった株式会社

駅前不動産ホールディングスより借入を行い、現在の残高は26,500千円となります。

（８）　重要な親会社及び子会社等の状況

イ　親会社の状況

区　分 令和1年度 令和2年度
令和1年度増減

（△）

内務職員 5 名 5 名 0 名

営業職員 3 名 3 名 0 名

昭和42年3月15日 2,667百万円

借入先 借入金残高

株式会社駅前不動産ホールディングス 24.5 百万円

会社名 所 在 地
主要な事業 設　　　立

資　本　金

親会社が有す

る当社の議決

権

比率

その他
内　　　容 年　月　日

100 ％ -
株式会社リログ

ループ

東京都新宿区新

宿四丁目3番23

号

借上社宅・賃

貸管理・福利

厚生
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２　会社役員に関する事項

（１）会社役員の状況

３　株式に関する事項

（１）　株式数　

　　　　　　　　　　発行可能株式総数　　　　　　　 千株

　　　　　　　　　　発行済株式の総数 千株

（２）　当年度末株主数 名

（３）　大株主

氏　　名 地位及び担当 兼職その他の状況

別府　肇 代表取締役

平井　和明 監査役 株式会社駅前不動産ホールディングス（グループ会社）　取締役

10

3.9

（社外取締役） 株式会社駅前不動産ホールディングス（グループ会社）　代表取締役

戸橋　謙造 （社外取締役） 株式会社リログループ（出資会社）　室長

高井　健蔵 （社外取締役） 株式会社リロパートナーズ（グループ会社）　取締役

北村　真二 （社外取締役） 株式会社リログループ（出資会社）　執行役員

（令和2年度末現在）

- - -

- - -

株主の氏名又は名称
当社への出資状況

持株数等 持株比率

株式会社リログループ 3.9 千株 100 ％

1

嶋田　聖
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第3 運営に関する事項 

当社のリスク管理態勢について 

保険会社を取り巻く経営環境は大きく変化し、各種のリスクはますます多様化・複雑化しています。こ

うした環境のもと、当社では、経営上のリスクに的確に対応し、健全かつ適切な業務の運営を確保し向

上するためのリスク管理態勢を構築しています。 

＜基本方針＞ 

当社は様々なリスクを的確に把握し、適切に業務を遂行することによって、少額短期保険会社としての

役割を果たすとともに、経営の健全性を確保致します。又、リスク管理に係る組織、体制、リスクの定

義を明確化しています。  

＜危機管理方針＞ 

当社は、基本方針に基づき、リスク委員会が、当社を取り巻くあらゆるリスクについて、実質的な論議

を行い、適宜取締役会に報告するとともに、必要な対策を講じています。又、リスク管理に係る基本方

針や諸規程の整備・見直しを通して、社内のリスク管理態勢の整備を行っています。 

＜個別リスクの対応＞ 

当社に影響をおよぼす主要なリスクは以下のものであり、個別にリスク管理に取り組んでいます。 

１．保険引受リスク 

 保険引受にあたっては、「加入引受規程」に基づいて引受が行われますが、経済情勢や保険事故の発

生率等が保険料の設定時の予測に反して変動することにより損失が発生するリスクをいいます。 
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２．保険募集リスク 

 ①適正な保険募集が行われていないことによるリスク。 

②個人情報漏えいのリスク。 

 ③保険募集文書等の表示誤り等のリスク。 

④保険募集に携わる代理店・募集人の教育・指導・管理に係るリスク。 

⑤代理店等の無登録・無届による募集リスク。  

４．事務リスク 

当社役職員ないし業務委託先の役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正などを起こすことに

より損失が発生するリスクをいいます。 

５．システムリスク 

 代理店システムおよび情報システムの誤作動、システムダウン、あるいは当社役職員および委託先役

職員等の不正や事故などに伴い損失が発生するリスクをいいます。特に、セキュリティ管理態勢の不備

等によりサイバー攻撃を受けたり、システムへの不正アクセスが原因で情報漏えいが発生し、損害を被

るリスクをサイバーテロリスクいいます。 

５．風評・評判リスク 

当社および当社と密接なかかわりを持つ会社および関係者に対して、否定的な評価や評判が広まるこ

とによって、当社の信用やブランド価値が低下し、損失を被るリスクをいいます。 
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法令遵守の体制について 

弊社では、このコンプライアンス体制維持のため「コンプライアンス基本規程」および「コンプライア

ンス委員会規程」を策定し、日頃よりこれらの規程の遵守状況をチェックし、適宜これらの諸規程の見

直しを行っています。また、「コンプライアンス基本規程」に以下の項目を定めています。 

 

＜コンプライアンスに関する基本的方針＞ 

企業は、社会の利益に合致して、社会の発展に貢献することをもって、その存在意義が認められるもの

であり、良質な商品、サービスを提供すると同時に社会のルールを遵守することは企業の社会的責任と

して必須条件です。 当社は、高い倫理観のもと、保険業法を始めとする法令、その他の社会規範および

社内規程を遵守し、良識に基づいた公正かつ誠実な経営を実践することを会社の基本方針として、コン

プライアンス ( 法令等遵守 ) を経営の最重要課題と位置づけてコンプライアンス推進に向けた取組みを

行います。 

基本原則（行動規範） 

１． 私たちは、保険業法等の法令・社内規程を遵守し、お客様にご満足頂ける適正な業務を行います。 

２． 私たちは、特定のお客様に対して保険約款等に定めのない不公正な取り扱いや不当な利便の提供を

行いません。 

３． 私たちは、お客様のプライバシー保護の重要性を十分認識し、お客様データその他社内情報の取り

扱いについて、社内規程に則り、適切かつ厳正に管理します。 

４． 私たちは、反社会的勢力からの諸要求に対しては、公私を問わず断固として拒絶します。 

５． 私たちは、個人の人権・人格を尊重し、あらゆる差別、セクシャル・ハラスメント等につながる行

為を行いません。 
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６． 私たちは、就業規則・労働協約等を遵守し、健全・効率的・快適な職場環境を確保します。 

７． 私たちは、役職員間で金銭の貸借を行いません。 

８． 私たちは、社会通念上相当と認められる範囲を超える贈答等を行いません。 

９． 私たちは、公私を問わず環境に悪影響をおよぼさないよう十分に配慮します。 

１０． 私たちは、公共性の高い事業に携わっていることを自覚し、社会生活においても自らの倫理観を

高め、社会的良識をもって行動します。 

 

コンプライアンス体制について 

当社は、コンプライアンスについて保険会社として役員・全従業員が一体となり、これを推進して行く

ため「コンプライアンス委員会」を設置する等推進体制の整備を行っています。 「コンプライアンス委

員会」は、コンプライアンス関連の規程の立案・周知徹底の推進・改善策策定・取り組み状況のモニタ

リング等、コンプライアンスに関する全般的統制・管理を行っています。 「コンプライアンス委員会」

の事務局を管理部に置き、代表取締役を委員長、非常勤役員、本社各部門長が委員となり、上記の職務

を遂行しています。 

 

再保険について 

 当社は、巨大事故などで予測を越える保険金の請求があってもきちんと対応できるよう、別の保険会

社に加入して支払いリスクを分散・軽減させる仕組みを持っています。 
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その仕組みを「再保険」といい、当社は、トーア再保険株式会社と再保険契約を締結し、万が一巨額な

保険金が必要となったときに、責任準備金が足りなくなるのをさけるため、当社が引き受けた保険契約

の一部またはすべてを引き受けてもらっています。 

 

 

金融 ADR 制度（指定紛争解決機関）について  

金融ADR 制度とは、お客様と金融機関との間で起こったトラブルを、裁判ではなく、中立・ 公正な

第三者（指定紛争解決機関、以下「ADR 機関」といいます）に関わってもらいながら、 柔軟な解決を

図るものです。当社は、ADR機関である一般社団法人 日本少額短期保険協会との間で、少額短期保険 

業務に関する苦情処理手続および紛争解決手続等の実施のための手続実施基本契約を締結しています。 

当社との間で問題が解決できない場合は、一般社団法人日本少額短期保険協会が運営する「少額短期ほ

けん相談室」をご利用いただくことができます。  

 

一般社団法人日本少額短期保険協会「少額短期ほけん相談室」 

 〒104-0032 東京都中央区八丁堀 3-12-8 八丁堀 SF ビル 2 階  

TEL：0120-82-1144  FAX：03-3297-0755  

受付時間：9：00 ～ 12：00  13：00 ～ 17：00 

 受付日 ：月曜日から金曜日（祝日および年末年始休業期間を除く） 
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第4　財産の状況に関する事項

1　貸借対照表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円）

（資産の部） （負債の部）

現金及び預貯金 保険契約準備金

現金 支払備金

預貯金 責任準備金

有価証券 代理店借

国債 再保険借

地方債 短期社債

その他の証券 社債

有形固定資産 新株予約権付社債

土地 その他負債

建物 借入金

リース資産 未払法人税等

建設仮勘定 未払金

その他の有形固定資産 未払費用

無形固定資産 前受収益

ソフトウェア 預り金

のれん リース債務

リース資産 資産除去債務

その他の無形固定資産 仮受金

代理店貸 その他の負債

再保険貸 退職給付引当金

その他資産 役員退職慰労引当金

未収金 その他の引当金

未収保険料 価格変動準備金

前払費用 繰延税金負債

未収収益 負債の部　合計

仮払金 （純資産の部）

保険業法第113条繰延資産 資本金

代理店業務貸 新株式申込証拠金

その他の資産 資本剰余金

前払年金費用 資本準備金

繰延税金資産 その他資本剰余金

供託金 利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

自己株式

自己株式申込証拠金

株主資本合計

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

土地再評価差額金

評価・換算差額等合計

新株予約権

純資産の部　合計

6,744

-

577

75,787

-

390

-

-

10,000

203

-

-

-

1,912

54,329

136,238

57

52,680

-

-

1,965

-

-

655

-

1,310

203

92,755

256,504 256,504

-

-

-

266,532資産の部合計

-

-

-

119,810

266,532負債及び純資産の部合計

92,755

-

-

-

-

-

-

119,810

-

-

-

△ 102,244

△ 102,244

- 62,500

- -

11,000 △ 102,244

62,500

-

△ 75,189

-

△ 75,189

△ 75,189

56,840 132,500

- -

30 62,500

2,674 -

- 163,749

552

-

146,722

132,500

-

62,500

118,326 -

310 831

57,917 -

- 16

4,566 2,655

65,606 -

121

1,345

-

-

831

-

91 524

- -

- -

- 8,998

1,340 -

91 -

7,807

-

-

578

-

-

- 37,525

- 24,500

436 830

- -

- -

1,776 -

-

-

-

37,465

26,500

1,113

81,689

令和2年度

55,137 19,881

416 1,039

令和１年度

61,883

32

61,851

-

-

18,841

23,822

科　　　　　　目 令和１年度

17,536

1,627

15,909

21,021

69,867

科　　　　　　目令和2年度

54,720

-

-
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2　損益計算書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円）

経常収益

保険料等収入

保険料

再保険収入

回収再保険金

再保険手数料

再保険返戻金

その他再保険収入

支払備金戻入額

資産運用収益

利息及び配当金等収入

その他運用収益

その他経常収益

経常費用

保険金等支払金

保険金等

解約返戻金等

その他返戻金

契約者配当金

再保険料

責任準備金等繰入額

支払備金繰入額

責任準備金繰入額

資産運用費用

事業費

営業費及び一般管理費

税金

減価償却費

賞与引当金繰入額

その他経常費用

保険業法第113条繰延資産償却費

その他経常費用

保険業法第113条繰延額

経常利益（又は経常損失）

特別利益

負ののれん発生益

特別損失

不動産等圧縮損

その他特別損失

契約者配当準備金繰入額

税引前当期純利益（又は税引前当期純損失）

法人税及び住民税

法人税等調整額

法人税等合計

当期純利益（又は当期純損失） △ 73,821 △ 27,054

1,688 445

0 0

1,688 445

34,762 0

0 0

△ 72,133 △ 26,608

1,160 0

3,006 2,932

0 0

0 0

205,376 235,938

4,166 2,932

18,500 61,392

7,105 10,388

4,403 158

0 0

0 0

29,500 29,045

0 0

0 0

0 588

55,253

144,313 169,856

10,358 9,492

0 0

34,762 310

0 310

179,519 192,023

176,900 188,618

206 1,763

1,581 809

831 831

0 0

0 0

△ 37,370 △ 26,298

47,317 49,856

18,946 18,946

28,370 30,909

466,388 552,689

235,385 307,877

科　　　　　　　　　目 令和１年度 令和2年度

429,018 526,390

399,517 496,756

228,196 262,154

171,321 234,602

16,650
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3　キャッシュ・フロー計算書

（直接法により表示する場合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円）

営業活動によるキャッシュ・フロー

保険料の収入

再保険による収入

保険金等支払による支出

解約返戻金等支払による支出

その他返戻金等支払による支出

再保険料支払による支出

事業費の支出

その他

小　　　　　　　計

利息及び配当金等の受取額

利息の支払額

契約者配当金の支払額

その他 （その他経常収益）

法人税等の支払額

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

預貯金の純増減額（△は増加）

有価証券の取得による支出

有価証券の売却・償還による収入

保険業法第113条繰延資産の償却による収入

保険業法第113条繰延資産の取得による支出

その他

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

借入れによる収入

借入金の返済による支出

社債の発行による収入

社債の償還による支出

株式の発行による収入

自己株式の取得による支出

配当金の支払額

その他

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び現金同等物期首残高

現金及び現金同等物期末残高

科　　　　　　　　　目 令和1年度 令和2年度

0

△ 177,938

△ 57,606

29,045

18,946 18,946

0

△ 14,000

△ 71,411 △ 51,934

0 0

228,196

171,321

△ 18,500

△ 158

△ 235,938

262,154

234,602

△ 61,392

△ 7,105

△ 4,403

△ 205,376

△ 192,023

△ 48,791

△ 10,388

0

△ 2,000

0

61,883 55,137

0 0

42,570 △ 6,746

19,313 61,883

△ 277 △ 358

0 0

0 0

0 0

18,946 18,946

26,500

0

0

0

0

0

29,500

△ 1,688

0

0

△ 445

△ 43,876 △ 23,692

0

0 0

67,500 △ 2,000

55,000 0

0 0

0
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4　株主資本等変動計算書

（単位：千円）

1年度期末残高 132,500 62,500 62,500 -75,189 -75,189

-18,822 -18,82227,500 27,500 27,500 -73,822 -73,822

1年度株主資

本以外の項目

の当期変動額

(純額)

55,000

1年度剰余金

の配当

1年度

新株の発行
27,500 27,500

138,632

1年度期変動額 27,500 27,500 27,500 -73,822 -73,822 -18,822 -18,822

1年度期首残高 105,000 35,000

-27,054-27,054

92,755-102,244 -102,244 92,7552年度期末残高 132,500 62,500 62,500

-27,054 -27,054
2年度変動額

合計

2年度自己株

式の処分

2年度株主資

本以外の項目

の当期変動額

(純額)

2年度純利益 -27,054 -27,054 -27,054-27,054

1年度純利益 -73,822 -73,822

119,810

1年度自己株

式の処分

1年度変動額

合計

-773,822

119,810

119,810

2年度期首残高 132,500

2年度期変動額

2年度

新株の発行

2年度剰余金

の配当

62,500 62,500 -75,189 -75,189 119,810

株主資本 評価・換算差額等

138,632-1,367 -1,36735,000

-73,822

55,000

新株

予約

権

純資産

合計資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己

株式

株主資本

合計

その

他有

価証

券評

価差

額金

繰延

ヘッ

ジ損

益

土地

再評

価差

額金

評

価・

換算

差額

等合

計

資本準

備金

その

他資

本剰

余金

資本剰余

金合計

利益

準備

金

その他利益

剰余金

利益剰

余金合

計
 ・

・積

立金

繰越利

益剰余

金

27,500

23



5　保険金等の支払能力の充実の状況

令和1年度 令和2年度

(1)　ソルベンシー・マージン総額 45,965 38,483

①　純資産の部の合計額（繰延資産等控除後の額） 44,022 35,915

②　価格変動準備金

③　異常危険準備金 1,943 2,568

④　一般貸倒引当金

⑤　その他有価証券評価差額（税効果控除前）（99％又は100％）

⑥　土地の含み損益（85％又は100％）

⑦　契約者配当準備金の一部（除、翌期配当所要額）

⑧　将来利益

⑨　税効果相当額

⑩　負債性資本調達手段等

告示(第14号)第２条第３項第５号イに掲げるもの（⑩(a)）

告示(第14号)第２条第３項第５号ロに掲げるもの（⑩(b))

(2)　リスクの合計額√[Ｒ12+Ｒ22]+Ｒ3+Ｒ4 5,376 6,012

保険リスク相当額 3,410 3,962

Ｒ1　一般保険リスク相当額 1,990 2,349

Ｒ4　巨大災害リスク相当額　 1,419 1,612

Ｒ2 　資産運用リスク相当額　 3,188 3,453

　価格変動等リスク相当額

　信用リスク相当額 618 547

　子会社等リスク相当額

　再保険リスク相当額 2,027 2,250

　再保険回収リスク相当額 543 656

Ｒ3　経営管理リスク相当額　 197 222

(3)　ソルベンシー・マージン比率　(1)/｛(1/2)×(2)｝ 1,709.7 1,280.1

（単位：千円、％）

保険金等の支払能力の充実の状況を示す比率（ＳＭ比率）総括表
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<ソルベンシー・マージン比率とは> 

・少額短期保険業者は、保険事故発生の際の保険金支払等に備えて準備金を積み立ててい

ますが、巨大災害の発生や、少額短期保険業者が保有する資産の大幅な価格下落等、通常

の予測を超える危険が発生した場合でも、十分な支払能力を保持しておく必要がありま

す。 

・こうした「通常の予測を超える危険」を示す「リスクの合計額」に対する「少額短期保

険業者が保有している資本金・準備金等の支払余力」（すなわちソルベンシー・マージン

総額）の割合を示す指標として、保険業法等に基づき計算されたのが、「ソルベンシー・

マージン比率」です。 

・「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額をいいます。 

①保険引受上の危険（一般保険リスク）: 保険事故の発生率等が通常の予測を超えること

により発生し得る危険（巨大災害に係る危険を除く） 

②資産運用上の危険（資産運用リスク）: 保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測

を超えて変動することにより発生し得る危険等 

③経営管理上の危険（経営管理リスク）: 業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危

険で上記①〜②および④以外のもの 

④巨大災害に係る危険（巨大災害リスク）: 通常の予測を超える巨大災害（関東大震災や

伊勢湾台風相当）により発生し得る危険 

 

25



・「少額短期保険業者が保有している資本金・準備金等の支払余力」（ソルベンシー・マ

ージン総額）とは、少額短期保険業者の純資産、諸準備金（価格変動準備金・異常危険準

備金等）、土地の含み益の一部等の総額です。 

・ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が少額短期保険業者を監督する際に活用する

客観的な判断指標の１つですが、その数値が200%以上であれば「保険金等の支払能力の

充実の状況が適当である」とされています。 

 

6 時価情報等 

① 有価証券 

該当ありません。 

② 金銭の信託 

該当ありません。 
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